（様式第１－１号）
令和○○年度県オリジナル米産地力強化支援事業（実施計画、実績報告）書
１　事業実施主体の概要
	市町村名
	

	事業実施主体名
	

	事業実施主体の種類
	農業協同組合
	農業者団体等

	構成人数
	 　　　　　　名　（名簿を添付）

	代表者名
	

	所在地

	


２　事業実施地区の面積及び概要
	事業実施地区名
	

	事業実施地区の面積
（受益面積）
	      　　 ｈａ
	中山間地域等の該当
	  　 有・無

	事業実施地区の概要
・
・
・



　注）事業実施地区の面積：本事業により品質・食味の向上等に取り組む面積
３　事業推進計画及び目標（事業実績）
（１）事業推進計画（事業取組経過）
	現　状
問題点

	・
・
・


	取組内容（対象品種、実施すべき方策）
（取組経過）
	・
・
・


	事業による効果

	・
・
・



※取組内容は、モデルとなる取組の観点から、導入機器の必要性について分かるように記載してください。
（２）目標（目標及び実績）
	   現　状
  （前年）   
	オリジナル品種作付面積又は比率
	ｈａ（％）

	
	１等米比率
	　　　　　　　　　　　％

	
	玄米タンパク質含有率
	％

	実施年度目標
(実施年度実績)
 (　　年度) 
	オリジナル品種作付面積又は比率
	ｈａ（％）

	
	１等米比率
	　　　　　　　　　　　％

	
	玄米タンパク質含有率
	％

	
	導入設備・機器等による処理量
	　　　　　　　　ｈａ（ｔ）

	 ３年目目標
 （　年度) 

	オリジナル品種作付面積又は比率
	ｈａ（％）

	
	１等米比率
	                      ％

	
	玄米タンパク質含有率
	　　　　　　　　　　　％

	
	導入設備・機器等による処理量
	　　　　　　　　ｈａ（ｔ）


　注）現状、目標については、具体的な数値等を記載する。
○オリジナル品種作付面積又は比率
・「福笑い」「天のつぶ」「里山のつぶ」の作付面積合計又は受益面積に占める比率
○１等米比率、タンパク質含有率（水分１５％換算）
・現状値については、事業実施地区（事業実施地区の測定値が無い場合は近隣地区等）における対象品種の過去３カ年の平均値を用いる（過去３カ年の平均値がない場合には前年値で可）。
・出来る限り同一機種により分析すること。
・対象品種が複数ある場合は、品種毎の目標値を記載すること。
４　経費内訳
	
	対象設備・機器等
	金額
	備考

	1
	
	
	

	2
	
	
	

	3
	
	
	

	
	合計
	円
	


※　備考に導入かリースかを記載してください。
５　設備・機器等の導入、リース整備に要する経費
	対象設備・機器等

	 機 種 名
	
	数　量
	

	
	 型 式 名
	

	
	 利用面積
	（計画）   ha　（利用規模下限）　　　　ha

	リース期間（※）
	 　　　　　年

	リース物件取得見込額（税抜き）（※）
	      　　　　　　　   円

	リース期間終了後の残価設定（税抜き）（※）
	      　　　　　　     円

	リース料助成申請額（補助金額）（※）
	                       円

	リース諸費用（金利・保険料・消費税等）（※）
	                       円

	設備・機器等利用者負担リース料（税込み）（※）
	                        円

	物件保管場所
	


（※）リースで整備する場合のみ記載
※１：リースに要する経費に対する助成金額は、次の算式①による。
ただし、当該リース物件のリース期間をその法定耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号））に定める耐用年数未満とする場合にあっては次の算式②、リース期間満了時に残存価格を設定する場合にあっては次の算式③による。
また、当該リース物件のリース期間をその法定耐用年数未満とし、かつ、リース期間満了時に残存価格を設定する場合にあっては、算式②又は算式③により算出した額のいずれか小さい方とする。
　 　算式①：助成金の額＝リース物件価格（税抜き）×１／２以内
　　 算式②：助成金の額＝リース物件価格（税抜き）×（リース期間／法定耐用年数）×１／２以内
　　 算式③：助成金の額＝（リース物件価格（税抜き）－残存価格（税抜き））×１／２以内
この場合において、リース期間は、設備利用者がリース物件を借り受ける日から当該リースの終了予定日までの日数とし、当該リース日数を365日で除した数値の小数点以下第３位の数字を四捨五入して小数点以下第２位で表した数値とし、申請額は、算出された金額の千円未満を切り捨てて千円単位とする。
※２：利用面積（計画）は目標年における
６　経費の配分及び負担区分
	内　　容

	事　業　費

	    　負　担　区　分
	備　考
(消費税分を明記)

	
	
	   県補助金
（Ａ）
	 　その他
（Ｂ）
	

	設備・機器等の導入、リース整備に要する経費
	円
	円
	円
	


※事業費については、導入する機器の物件費（消費税込み）を記入する。

７　事業実施期間
令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
８　添付資料
（１）実施計画
　　①　直近の総会資料等（組織及び運営に関する規約、役員・会員名簿、収支実績又は計画を含む資料）
  　②　反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式第２号）
　　③　設備・機器等の導入を行う場合は、設備・機器等の販売に係る見積書（２社以上）、機器のカタログ及び規模決定根拠等
④　設備・機器等のリースを行う場合は、設備・機器等の販売に係る見積書（２社以上）及びリース料に係る見積書（１社以上）、機器のカタログ及び規模決定根拠等
⑤　その他知事が必要と認める書類
（２）実績報告
  ①　本事業に係る支払いを証する書類（領収書、明細書等）
  　②　その他知事が必要と認める書類
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